
資料５

社会情勢の変化

国土審議会 水資源開発分科会 調査企画部会

平成25年10月28日平成25年10月28日



国土審議会 水資源開発分科会 調査企画部会

－目 次－

■社会情勢の変化

⑤大規模災害等に対する水インフラの脆弱性 p1－ p6

⑥急速に進行する水インフラの老朽化 p7－ p9⑥急速に進行する水インフラの老朽化 p7 p9

⑦地球温暖化に伴う気候変動リスク p10－p12

⑧低炭素社会の実現とエネルギー供給の脆弱性 p13－p17

⑨社会からの生活・自然環境への要請 p18－p28

⑩世界の水問題解決と水インフラ技術の国際展開 p29－p31

⑪水資源政策を巡る動き p32－p33⑪水資源政策を巡る動き p32－p33



⑤大規模災害等に対する水インフラの脆弱性
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⑤-1 南海トラフ巨大地震の被害想定

○南海トラフ巨大地震で想定される被害
・上水道 被災直後で、最大約3,440万人が断水すると想定。
・下水道 被災直後で、最大約3,210万人が利用困難となると想定。,
・電力 被災直後で、最大約2,710万軒が停電すると想定。
・避難者 断水の影響を受けて１週間後に最大で約950万人の避難者が発生すると想定。

震度の最大値の分布図

最大クラスの震度分布

震度６弱以上
24府県687市町村
（約6.9万k㎡）

震度６強以上
21府県395市町村
（約2.8万k㎡）

震度７
10府県153市町村
（約0.7万k㎡）

出典：防災対策推進検討会議 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ資料 2



○首都直下地震で想定される被害

⑤-2 首都直下地震の被害想定

○首都直下地震で想定される被害
・揺れによる建物全壊や火災延焼による電柱折損などにより、東京都区部の約２５％で停電が想

定され、東京都区部東部では６０％以上の停電率が想定される区がある。
・上水道では、想定地震動が大きく、震度６強以上の地域が広範囲になることや、液状化の影響上水道では、想定地震動が大きく、震度６強以上の地域が広範囲になる とや、液状化の影響

を受けたことにより、東京都区部では東京湾北部地震で断水が約５０％と想定される。
・下水道では、震度６強以上の地域が広範になることや、液状化の影響を受けたことにより、東

京都区部では東京湾北部地震で管きょ被害率が約２７％となる。

○予防対策用震度分布

東京都の被害想定
東日本大震災 阪神・淡路大震災

○首都直下地震等の被害想定

東京都の被害想定
（平成24年公表）

東日本大震災
（平成23年3月
11日）

阪神 淡路大震災
（平成7年1月17
日）

震源・規模 東京湾北部 M7.3 三陸沖 M9.0 淡路島北部
M7.3

発生時刻等 冬18時 風速８ｍ/秒 14時46分 5時46分

死者・行方不明者 約9700人 約1万8600人 約6400人

負傷者 約14万7600人 約6100人 約4万3800人

建物全壊被害
約30万4千棟
（全焼建物19万棟含
む）

約13万棟 約10万5千棟

出典：首都直下地震対策専門調査会報告（H17.7）

む）

経済的被害 － 17兆円 10兆円

出典：東京都資料 3



⑤-3 水インフラの耐震化率

・東日本大震災では最大震度７が観測されるなど、強い地震動が発生したが、耐震管など、あら
かじめ耐震化をした施設への深刻な被害はほとんど報告されておらず、改めて地震へのハード
面での対応として、施設や配管等の耐震化の有効性が立証されることとなった。

・しかし、水供給システムを構成する施設の多くが高度経済成長期を中心に急ピッチで整備され
てきたため、必ずしも地震に対する備えが十分であるとは言えない状況。

・水資源関連施設の耐震化を見ると、例えば、水道施設の基幹管路で３２．６％、工業用水の全
管路で２８％、農業水利施設についても耐震化の課題がある。

50

50

60

管路の耐震化率別事業割合
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出典）厚生労働省資料 出典）農林水産省資料 4



⑤-4 大規模地震等による断水等被害状況

・近年発生した東日本大震災や新潟・福島豪雨や平成２３年台風第１２号といった災害時には、水インフラも甚大近年発 東 本大震災や新潟 福島豪雨や平成 年台風第 号 災害時 、水イ ラも甚大
な被害を受け、断水日数が長期に及んでいる状況にある。

・東日本大震災においては、停電の影響により取排水施設、浄水施設等の運転が停止し、これによる断水は約24
万戸。

・また、津波により遡上範囲にあった地下水源は冠水し、塩水障害を被っている。津波により、涵養域が浸水して、津波 り遡 範囲 あ 水源 冠水 、 水障害を被 。津波 り、涵養域 浸水
海水が地下に浸透したり、冠水することによって井戸内に海水が進入し、取水停止を余儀なくされている。

災害等名称
発生

被災地 被害内容

○東日本大震災による断水と停電の発生状況図
上水道断水

停電

○大規模地震等による被害状況

災害等名称
年月

被災地 被害内容

阪神・淡路大震
災
（M7.3 震度７）

H7.1 兵庫県
ほか

施設被害：９府県８１水道
断水戸数：約１３０万戸
断水日数：最大９０日

約230万

停電

約850万戸

約24万戸

新潟県中越沖地
震
（M6.8 震度６
強）

H19.7 新潟県
ほか

施設被害：２県９市町村
断水戸数：約５９，０００戸
断水日数：最大２０日

岩手県 施設被害 １９都道県２６４水道

停電に伴う断水
（注）内閣府中央防災会議資料、国土交通省水資源部調べをもとに

東日本大震災
（M9.0 震度７）

H23.3

岩手県、
宮城県、
福島県
ほか

施設被害：１９都道県２６４水道
断水戸数：２５７万戸
断水日数：最大約５ヶ月（津波被災地区等

を除く）

新潟県
施設被害：２県１５市町

県 事業体 施設名 影響期間
等

○東日本大震災による浅井戸の塩水障害の状況
（影響期間100日以上）

国土交通省水資源部作成

新潟・福島豪雨 H23.7 新潟県
ほか

施設被害：２県１５市町
断水戸数：５０，０００戸
断水日数：最大６８日

平成２３年台風

和歌山
県、三 施設被害：１３府県

等

宮
城

気仙沼
市

南明戸水源場 ２７０日間

新圃の沢ポンプ場 １００日間

平成２３年台風
第１２号

H23.9 重県、
奈良県
ほか

断水戸数：約５４，０００戸
断水日数：最大２６日（全戸避難地区除く）

城
県 南三陸

町

助作浄水場、助作第
２浄水場、伊里前浄
水場、戸倉浄水場

１１０日間

（出典）厚生労働省資料、内閣府資料をもとに国土交通省水資源部作成 （出典）厚生労働省資料をもとに国土交通省水資源部作成 5



⑤-5 水質障害とテロ対策

○水質障害による広域的な影響（取水障害）について
・平成24年5月18日、利根川水系の浄水場において、水道水質基準値を上回るホルムアルデヒドが検出。
・この水質障害により、１都４県の浄水場で取水停止の措置がとられ、千葉県内の５市において約３６万戸（約８７

万人）に影響。
・関係機関による迅速な対応や情報共有、国土交通省等による利根川ダム群等からの緊急放流等、様々な対応

が行われ、5月19日午前に発生した断水は翌朝解除。
○テロ対策
・厚生労働省では、①水道施設の物理的な損壊、②水源域等に毒薬物を投入するＢＣ（生物科学）テロ、監視制

御システム等に対するサイバーテロを想定し、水道事業体の危機管理対策として、テロ対策マニュアル策定指
針を示し（平成19年2月）、水道事業体におけるテロ対策マニュアルの策定を支援。

・テロ対策のマニュアルの策定率は、年々向上。策定率は３割程度となっている（H22）。

利根川上流で流出した化学物質（ヘキサメチレンテトラミン）
と浄水場の消毒用塩素が反応してホルムアルデヒドが生成

原

（国土交通省）
・原因物質を希釈・流下させることを目的に、渡良瀬貯水

と浄水場の消毒用塩素が反応してホルムアルデヒドが生成
され、水道水質基準を超過したものと考えられている。

因

池、薗原ダム、藤原ダムから緊急放流を実施。
・北千葉導水路により利根川から江戸川に緊急導水を実

施。
（水資源機構）

対
応

取水障害発生等の位置関係（利根川水系）

・下久保ダムから緊急放流を実施。
・利根川から荒川へ都市用水等を導水している武蔵水路の

導水停止。

○テロ対策（例：福岡市） 出典：平成25年版日本の水資源○テロ対策（例：福岡市）

テロの対策としては、水源地や浄水場などの施設において、不審者の侵入を防止するため、監視装置や警報
装置を設置し、厳重な管理を行うとともに、配水管などの管路においても巡視点検を強化し、施設の異常や不
審物などの確認を行うとともに、警察や消防などと情報交換を行い、連携強化に取り組んでいる。

出典：平成25年版日本の水資源
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⑥急速に進行する水インフラの老朽化
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⑥-1 高度経済成長期に整備した水インフラの老朽化の進行

・我が国の水インフラは、戦後の高度経済成長とともに着実に整備されてきたが、今後、こうした
水インフラの高齢化が急速に進行。

・こうした状況の下、維持管理費・更新費についても増加していくと想定される。
・施設の高齢化の割合が増大することで 重大事故や致命的な損傷が発生するリスクが飛躍的施設の高齢化の割合が増大することで、重大事故や致命的な損傷が発生するリスクが飛躍的

に高まることが予想される。

○上水道管の延長の推移 ○工業用水道漏水事故発生件数の推移 ○農業用水利施設の標準耐用年数超過状況○上水道管の延長の推移 ○工業用水道漏水事故発生件数の推移

12
（件）

○農業用水利施設の標準耐用年数超過状況

600 

※標準耐用年数とは、減価償却資産の耐用年数等に関する省
令に定められる当該施設の耐用年数を基に、農林水産省が
供用目標期間として定めたもの

※法定耐用年数とは、減価償却資産の耐用年数等に関する省令
第１条第１項に定められる当該施設の耐用年数を表したもの
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出典）平成２０年度工業用水道事業効率化検討調査
平成２１・２２年度については経産省産業施設課調べ

平成２３年３月１１日の東日本大震災によるものは除く

（出典）厚生労働省「水道統計」をもとに
国土交通省水資源部作成

0 
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資料：農林水産省「農業基盤情報基礎調査」による推計
（平成21(2009)年３月時点）
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⑥-2 老朽化による事故発生リスクの増大 ～老朽化の状況と事故発生状況～

（水資源機構施設の事例）
・ 昭和57～平成元年の間では、15年程度経過した施設での漏水事故が発生している。
・平成以降になると、施設経過年数が20年を超え、施設の老朽化が進み、漏水事故は増加傾向。
・直近5ヶ年（平成20～24年）における漏水件数は34回と全体（241件/45年）の約14%を占める。

・武蔵水路では 建設時に比べ 最大約76cmの沈下が発生 導水能力が約３０％低下・武蔵水路では、建設時に比べ、最大約76cmの沈下が発生。導水能力が約３０％低下。

25

○水資源機構施設における漏水事故発生件数の推移 ○武蔵水路の地盤沈下の状況
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（出典）水資源機構資料
○施設の老朽化による劣化状況等

（出典）水資源機構資料

ＰＣ鋼線の破断ひび割れからトンネル内部へ地下水が噴出 老朽化による送水管破裂事故 9



⑦地球温暖化に伴う気候変動リスク
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⑦⑦--11 将来予想される気候変動（将来予想される気候変動（日本における気候変動による影響）

今後気温の増加にともない様々な分野で気候変動の影響が拡大するとみられている。水環境・水資源分野においても

AR5 AR4

※AR5の気候モデル（CMIP5）とAR4の気候モデル

影響が懸念。

100年後には地球の平均気温
は0.3～4.8℃上昇※

年平均気温の変化量

・実線は、各シナリオにおける複数モデルによる地球平均地
上気温の昇温を示す。
・陰影部は、個々のモデルの年平均値の標準偏差の範囲。

・右側の灰色の帯は、各シナリオにおける最良も見積もり及
び可能性が高い予測幅。

（CMIP3）の結果はシナリオが違わなければ結果は
ほとんど変わらない

1981－2000年に対する日本の年平均気温の変化（℃）

（出典）左図：IPCC第５次評価報告書第１作業部会報告書政策決定者向け要約（暫定訳）（気象庁）
右図：IPCC第４次評価報告書第１作業部会報告書政策決定者向け要約（気象庁）

気 候 変 動

日本では、100年後の平均
気温は2.5～3℃上昇

蒸発散量増加 気温上昇 水温上昇 海水の熱膨張

年降水量の変動増大・
降水パターンの変化

積雪量の減少・
融雪の早期化

飲料水等の
需要拡大

水源地の
水循環停止

生態系の
変化 気象庁モデル

（NHRCM5km）、

水田・稲・農地・作物
からの蒸発散量増大

稲作時期の変更
植物プランク
トンの増殖

海面の上昇
極端な少雨の

発生

渇水の発生
頻度の増加

豪雨の発生
頻度の増加

異臭味・
ろ過障害

塩水の地下水
位上昇

（出典）地球温暖化予測情報
第 巻 気象庁

（NHRCM5km）、
SRES A1Bシナリオ
を利用。将来（ 2076
～2095 年平均値）
－現在（1980～
1999年平均値）。

河川流量の減少土砂の流出
重金属、栄養
塩類の溶出

塩水の
河川遡上

濁水の発生に
よる水質悪化

河川流出量の減少・
流出時期の早まり

水需要時期変化・
水需要の増大

水質の
悪化

地下水の
塩水化

河川取水
障害

第８巻（気象庁））

（出典）文部科学省・気象庁・環境省、2013年３月、気候変動の観測・予測及び影響評価
統合レポート『日本の気候変動とその影響』（2012年度版）矢印は気温上昇に伴い影響が継続することを示す。文章の左端がその影響が出始めるお

およその気温上昇のレベルを示すように、事項の記述が配置されている。

水環境・水資源分野における気候変動の影響

※国土審議会水資源開発分科会調査企画部会資料（H20.3.18）をもとに作成
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⑦⑦--22 気候変動予測（河川流況）気候変動予測（河川流況）

・将来、無降水日数の増加や積雪量の減少による渇水の増加が予測されている。

流出時期の早まり

・融雪水の利用地域では、融雪期の流量が減少するとともにそのピーク時期が早まり、需要期における河川流量が不
足する可能性がある。

年間無降雨日数の変化量※年間降雪量の変化量※

河川流出量の減少

流出時期の早まり

河
川

現況

将来

川
流
出
量100年後の積雪深の変化※

（東日本日本海側）

１月 ７月４月 １０月

無効放流の発生！

代かき期

代かき期が早まった場合でも
需要期の流量が不足

代かき期

現況貯水できない ダム枯渇

満水

貯
水

気象庁モデル（NHRCM5km）、SRES A1Bシナ
リオを利用。将来（ 2076～2095 年平均値）－
現在（1980～1999年平均値）。 現況

将来
貯水 枯渇水

量

少雪化に伴う河川流量とダム貯水量の変化

（出典）地球温暖化予測情報第８巻
（気象庁））

現在（1980 1999年平均値）。

（出典）文部科学省・気象庁・環境省、2013年３月、気候変動の観測・予測及び影響評価統合

レポート 『日本の気候変動とその影響』（2012年度版）

積雪量の減少及び融雪水の早期流出により、春先（4～5月）の

河川流量が減少する。また、満水状態に達して貯留されずにそ
のまま下流に放流される「無効放流」も発生する。

気象研究所全球気候モデル（MRI-AGCM 20km）、SRES A1Bシナリオを利用。現在気候
（1979-2003年）に対する21世紀末（2075-2099年）の変化比率を示す。

再現期間10年に対する渇水流量の変化比率（21世紀末）

（出典）文部科学省・気象庁・環境省、2013年３月、気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート『日本の気候変動とその影響』（2012年度版）

12



⑧低炭素社会の実現とエネルギー供給の脆弱性

13



⑧-1 低炭素社会の構築が世界的な課題

○平成23年度における総発電電力量の内、再生可能エネルギーが占める割合は全体の１割に満たない。
○COP3で先進国毎に温室効果ガス排出量に いて 法的拘束力のある数値目標を設定し（日本▲6％） 低炭素社会の実現に向けた取り○COP3で先進国毎に温室効果ガス排出量について、法的拘束力のある数値目標を設定し（日本▲6％）、低炭素社会の実現に向けた取り
組みを推進。

○東日本大震災により、沿岸部の火力発電所が被災し、復旧に時間を要したことから水力発電施設の重要性が認識された。
○福島第一原発事故を機に原発に依存しない社会の実現のため、再生可能エネルギーの導入に向けた取り組みを推進。
○再生可能エネルギー固定価格買取制度が導入され（2012年7月～）、再生可能エネルギーの導入拡大等が図られている。

再生可能エネルギーの現状
○再生可能エネルギーの導入事例

（小水力発電）○総発電電力量の内訳

東日本大震災における沿岸部火力発電所等の被災状況

【原子力発電所】

○沿岸部に位置する火力発電所の復旧は約４ヶ月を要したが、水力発電所
については、発生の翌日の3月12日にすべて復旧。

【原子力発電所】
・福島第一原子力発電所 1～4号機 廃止
・福島第二原子力発電所 1～4号機 未復旧
・柏崎刈羽原子力発電所 1，5，6，7号機 未復旧

【火力発電所】
・千葉火力発電所 2-1号機(3/11)

機

・常陸那珂火力発電所 1号機（5/15）
鹿島火力発電所 2号機 （4/ ）

家中川小水力市民発電所
（最大出力20kW）

・五井火力発電所 4号機(3/12)
・大井火力発電所 2号機(3/13)、

3号機(3/17)
・東扇島火力発電所 1号機(3/24)
・横浜火力発電所 8-4号機(3/11)

【水力発電所】

・鹿島火力発電所 2号機 （4/7） ，
3号機（4/6） ，
5号機（4/8） ，
6号機(4/20)

・広野火力発電所 2号機（7/11），
4号機（7/14）

出典：経済産業省ＨＰ出典：H25年日本の水資源

再生可能エネルギーにより発電された電気を、国が定める一定の期間に
わたって、国が定める一定の価格で購入することを電気事業者に義務づ
ける制度（2012年7月1日～）

固定価格買取制度の導入
【水力発電所】

・福島県内：15発電所、栃木県内：3発電所、山梨県内：3発電所、群馬県内：1
発電所が地震により停止 3/12に全て復旧

号機（ ）

出典：東京電力ＨＰ

○発電施設と共に送電設備が被災し、東北電力管内では、電力が全て復旧した

のは、平成23年6月18日であった。

【常陸那珂火力発電所敷地の液状化】

【送電設備の被災状況（6月20日現在）（東北電力）】

【東北地方の送電網】

固定買取価格（H25年度）
出典：経済産業省 総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委員会電気設備地震対策ワーキンググループ配付資料

独立行政法人経済産業研究所「日本の地域間連系送電網の経済的分析、東北電力ＨＰ出典：経済産業省ＨＰ

【送電設備の被災状況（6月20日現在）（東北電力）】

・105線路（うち仮復旧または本復旧完了80線路）

・他軽微な被害178線路

・鉄塔損壊・折損42機、電線断線・がいし折損22箇所

・地中ケーブル損傷14箇所、地滑り14箇所等 14 



⑧-2 水資源のもつ自然エネルギーの有効活用

○震災後、節電、社会資本に対する安全・安心の確保、環境対策及び省エネ機能が強く求められている。○震災後、節電、社会資本に対する安全 安心の確保、環境対策及び省 ネ機能が強く求められて る。
○水資源施設では、上水道では９割のエネルギーが送配水及び取導水に、下水道では４分の１のエネルギーが場内

外ポンプの水運搬過程で消費されている。
○取排水系の最適化による省エネルギー化が求められる。

20 4
39.9 

43.8 
52.0 

政治への関心の高まり

家族の絆の大切さ

節電意識の高まり

防災意識の高まり

24 1

25.8 

74.4 

環境対策の機能

高齢者、障害者対応の機能

安全・安心を確保する機能

社会資本に求める機能震災後，強く意識するようになったこと

3.4 
5.1 
7.5 

11.3 
15.1 

20.4 

疎開先確保の必要性

仕事観

友人等との絆の大切さ

健康意識の高まり

地域の絆の大切さ

政治 の関心の高まり

3 3

9.0 

19.3 

23.5 

24.1 

その他

国際競争力強化の機能

省エネ機能

地域経済活性化の機能

環境対策の機能

水資源施設におけるエネルギー消費・利用状況 取排水系の最適化

2.7 その他 3.3 その他

出典：平成24年1月末～2月に実施した国民意識調査（国土交通省）出典：平成23年度国民に関する世論調査（内閣府）より水資源部作成
0 10 20 30 40 50 60 20 40 60 800

(%) (%)

浄水場

（更新前の施設）

（更新後の施設）

取水口
（新規）

自然流下

都市

取水・排水施設等における、
ポンプアップのためのエネル
ギーを最小化できる、重力を
利用した施設配置方策

ポンプアップ

ポンプアップ

浄水場

自然流下

取水口
（既設）

取水口
（新規）

出典：平成25年 日本の水資源 15 



⑧-3 低炭素社会に向けた取組 ～小水力発電・下水道資源利用の推進～

○近年、エネルギー需給ひっ迫、地球温暖化の進行により、省エネ・再エネへの需要が高まっている。

下水道資源のエネルギー利用の推進小水力発電の推進

○近年、 ギ 需給 迫、 球温暖化 進行 り、省 再 需要 高ま る。
○低炭素社会に向けた取組として、小水力発電・下水道資源利用を推進。

下
水

■直轄調査として、下水汚泥のエネルギー利用等に係る
革新的技術について、実規模レベルの施設を設置し、
技術的な検証を行い、ガイドラインをとりまとめ、民間
企業のノウハウ等を活用しつつ全国の下水道施設へ

手
続
の
簡 従属発電

許可→登録

H25.6.12公布、
公布から6月以内施行

■農業用水等を利用した従属発電に
ついて登録制を導入（河川法改正）

従来技術では消化日数が20日～30日かかるところを最新

水
道
革
新
的

＜下水道革新的技術実証事業の例～高効率メタン発酵＞

企業のノウハウ等を活用しつつ全国の下水道施設
の導入を促進。

簡
素
化
・円
滑

従属発電公布から6月以内施行

（従属元の取水量の
範囲内で発電）

・水利権取得までの期
間が大幅に短縮

・関係行政機関との協
議や関係河川使用者 従来技術では消化日数が20日 30日かかるところを最新

のバイオ技術により、日本最短の5日を達成。

（従来）
消化日数 20～30日
中温消化（約35℃）

（革新技術）
消化日数5日（日本最短）
高温消化（約55℃）

技
術
実
証
事

砂防堰堤の活用ダム管理用発電

化議や関係河川使用者
の同意が不要

農業水利施設
の活用

消化槽内部に菌体を高密消化槽内部に菌体を高密
度に保持する樹脂材料度に保持する樹脂材料
（不織布）を採用（不織布）を採用

事
業
（B-D

A
SH

■『既設砂防堰
堤を活用した小
水力発電ガイド
ライン(案)』によ
る導入の支援

■全直轄管理ダム等
で実施した導入可能
性の『総点検』結果に
基づき、ダム管理用
発電を積極的に導入

小
水
力
発
電

■適地選定・調査設
計等を支援し、導入
を促進。（平成２８年
度までに全国約
1,000地域で導入可

最新の
バイオ技術

H

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

る導入の支援発電を積極的に導入

導入事例
（重信川水系石手川ダム）

水力発電所

電
設
備
の
設
置

活用事例
（新潟県滝沢川２号砂防堰堤）

活用事例
（石川県七カ用水発電所）

, 地域 導入可
能性の検討を実施）

小水力発電所

（事業実施者：メタウォーター㈱・日本下水道事業団 共同研究体
実施場所：大阪市中浜下水処理場）

＜鋼板製消化槽＞ト
）

水力発
電設備

置
等

発電設備

小水力発電設備 16 



⑧-4 水資源のもつ物質・エネルギーの重要性 ～下水道資源・エネルギーの循環～

○下水道では、水資源のもつ物質やエネルギーの重要性に着目し、その活用の取り組みが進行。

下水道事業の経営改善

地域への還元

地球温暖化対策への貢献

リ 資源の確保

下水道が有するエネルギーの活用によるエネルギー自給率の向上

地域で発生するバイオマスの集約処理によるエネルギーの供給拠点化

都市内の下水管ネットワークを活用した下水熱の利用

発電所
下水汚泥固形燃料

リン資源の確保下水や下水汚泥からのリン回収の推進

（全量固定価格買取制度）

熱供給施設
電気

熱（給湯・冷暖房）

固形燃料化施設

下水汚泥固形燃料

汚泥焼却廃熱・下水熱

資源 ネルギ

電気事業者

（B-DASH等の技術開発）（規制緩和による未処
理下水熱の利用）

固形燃料化施設資源・エネルギー
供給拠点

オフィスビル 下水処理場 農集排農集排

剪定剪定
廃材廃材

家庭

下水下水熱

ィ
メタン発酵施設

都市ガス

下水処理場

食品残渣等食品残渣等
都市バイオマス都市バイオマス

CNG車燃料 バイオガス

汚泥汚泥

「下水道におけ
るリン資源化の

都市ガス工場

バイオガスステーション

車燃料

（供給構造高度化法による
バイオガス利用）

リン回収施設（岐阜市）

手引き」

（平成22年5月）

国土交通省とり
まとめ、公表 17 



⑨社会からの生活・自然環境への要請

18 



⑨-1水の有効利用の推進 ～節水型社会の現状～

・「節水している」または、「どちらかといえば節水している」と答えた人は77.4％であり、過去の同様の調査と節水している」または、 どちらかといえば節水している」と答えた人は77.4％であり、過去の同様の調査と
比較すると、水に対する意識が着実に高まっている。

・節水機器については、「節水型洗濯機」でさえ24.4％しか普及していない。節水型トイレ等は、徐々に使用水量
が減少。

・今後も節水機器が普及することで、節水効果が期待できる。

○節水意識の経年変化

今後も節水機器が普及することで、節水効果が期待できる。

（％）

○節水機器の普及状況

（出典）内閣府世論調査（出典）内閣府世論調査 （出典）内閣府世論調査

○トイレの年代別使用水量の変化

（出典）内閣府世論調査

○全自動洗濯機の性能向上による使用水量の変化

25年で約75％減25年で約75％減

（出典）日本衛生設備機器工業会ＨＰをもとに国土交通省水資源部成 （出典）参考：東芝レビューvol.61 No.10 （2006） 19 



⑨-2 水の有効利用の推進① ～雨水・再生水利用とは～

○渇水時や地震等の緊急時の水源確保、環境用水の確保等の観点から雨水・再生水利用について導入震 、環 観
○再生水利用には、その利用規模によって大きく分けて２つの方法がある

①建物内で発生する排水を自家処理して利用する方法（個別・地区循環利用）
②下水再生水を利用する方法

○用途別に、雨水・再生水利用施設数をみると、トイレ、散水での利用が多く、次いで消防、修景、冷房、冷却、
清掃、洗浄、洗車となっている。

用途別雨水・再生水利用施設数

冷却(268

件)

清掃(257

件)

4.2%

洗浄(205

件)

3.3%

洗車(179

件)

2.9%

他(184

件)

3.0%

トイレ

(2,834

件)

46.3%
散水消防(313

修景(302

件)

4.9%

冷房(299

件)

4.9%

4.4%

散水

(1,285

件)

21.0%

消防(313

件)

5.1%

H21年度末現在

20 



⑨-2 水の有効利用の推進② ～雨水・再生水利用の現状～

○雨水 再生水利用は昭和 年代 後半に始ま た 平成 年度末にお 全国 施設 導入実績○雨水・再生水利用は昭和３０年代の後半に始まった。平成２２年度末において、全国で3,654施設の導入実績。
○昭和５３年の福岡渇水など、渇水の頻発を契機として、水の有効利用方策として注目され、国や自治体によっ

て、雨水・再生水利用が推進される。
○平成６年の列島渇水を契機として、雨水・再生水利用の必要が再認識され、導入事例が増加している。
○雨水 再生水利用量は年間およそ 億 千万 3 あり 全国 水使用量 約 に相当する○雨水・再生水利用量は年間およそ２億６千万m3であり、全国の水使用量の約0.3％に相当する。
○そのうち年間およそ192百万m3が下水再生水であり、約288の処理場から、供給されている。
○地球温暖化による渇水リスクに対して、下水の再利用や雨水の利用による対応を求めている。

○雨水・再生水利用施設導入実績 ○雨水・再生水の利用状況の推移 ○雨水・再生水のニーズ

（注）国土交通省水資源部調べ（2010年度末現在） 21 



⑨-3 安全でおいしい水（水質）の確保①

○安全でおいしい水のニーズが高い。

80.0 
安心して水が飲める暮らし

（複数回答）

○一方で、飲み水として水道水の質を満足していないのは５割。

水と関わる豊かな暮らし

58.0 

47.2 

75.3 

56.6 

47.3 

安心して水が飲める暮らし

いつでも水が豊富に使える暮らし

おいしい水が飲める暮らし

40.7 

40.3 

19 4

34.5 

34.8 

洪水の心配のない安全な暮らし

身近に潤いとやすらぎを与えてくれる水辺がある暮らし

ウ タ スポ ツや魚釣り等の水辺レクリ シ ンが楽しめる暮らし
19.4 

0.2 

0.4 

17.8 
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（出典）内閣府「⽔に関する世論調査」（平成20年６⽉、平成13年7⽉） 22 



⑨-3 安全でおいしい水（水質）の確保②

○近年は、ミネラルウォーターの年間生産実績が急激に伸びるとともに、浄水器の家庭への普及が進んでいる。○近年は、ミネラルウォ タ の年間生産実績が急激に伸びるとともに、浄水器の家庭 の普及が進んでいる。
○一方、水道水質向上のため、高度処理の導入等により、近年カビ臭等による異臭味障害は大幅に減少。

高度処理の導入等によ高度処理の導入等によ
り近年大幅に減少。

3,0005,000
浄水器出荷台数

（注）日本ミネラルウォーター協会資料をもとに国土交通省水資源部作成

ミネラルウォーターの生産と輸入量の推移
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水
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（注）厚生労働省調べをもとに国土交通省水資源部作成

水道における異臭味障害の発生状況の推移
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台
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（注）一般社団法人浄水器協会資料をもとに国土交通省水資源部作成

（出典）平成25年版日本の水資源 23 



⑨-4 水源地域の振興① ～水源地域対策のしくみ～

○ ダムの建設にあっては 水源地域対策のため ①ダム事業者による補償 ②水源地域対策特別措置法に基づく整備事業 ③水源地域○ ダムの建設にあっては、水源地域対策のため ①ダム事業者による補償、②水源地域対策特別措置法に基づく整備事業、③水源地域
対策基金による生活再建対策等 ④水源地域の活性化のためのソフト施策 の４つの柱によって総合的な対策が講じられている。

ダ 建設前
■水源地域対策基金による

ダム建設前 生活再建対策等

・生活再建相談員の設置
・代替地取得のための利子補給
まちづくり支援 水源林整備 等

■水源地域の活性化
のためのソフト施策

・まちづくり支援、水源林整備 等

■ダム事業者による補償

一般補償

■水源地域対策特別措置法
に基づく整備事業

・水源地域支援ネットワーク
・水の里応援プロジェクト
・生活再建相談員研修
・水源地域ビジョン

ダム建設後

公共補償

・住宅
・農地
・山林

・生活環境整備
・産業基盤整備
・福祉施設
・水質保全施設
・防災施設公共補償

・道路
・役場
・学校

・防災施設
・観光・レクリエーション施設 等

○指定ダム等○指定ダ 等
96ダム＋霞ヶ浦

○整備計画決定
91ダム＋霞ヶ浦

（平成25年10月現在）
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⑨-4 水源地域の振興② ～水源地域をとりまく状況～

○水源地域を振興するための取組が受益地域の自治体やＮＰＯなどにより、各地で実施されている。

◆上下流住民の交流と相互理解の促進
◆森林整備や美化活動等水源地の環境整備
◆水源地域の観光振興や産品の開発、販売の促進 等

○水源地域 援助や協力 必要性 関する国民意識は全体と 高 も 低 傾向 ある それ 伴 援助や協力は必要

○水源地域に対する国民意識

○水源地域への援助や協力の必要性に関する国民意識は全体として高いものの、低下傾向にある。それに伴い、援助や協力は必要
ないと考える人が増えつつある。

3.9
11.3 17.2 12.290

100

援助や協力は必要 援助や協力は必要ない その他（わからない等）

○水源地域に対する国民意識

％

84.9 75 8

3.9
7.0 18.2

40
50
60
70
80

75.8 69.7

0
10
20
30

平成６年 平成１３年 平成２０年

上下流住民による共働の森づくり
（大山ダム 大分県日田市）

平成６年 平成１３年 平成２０年

（N=2,113人） （N=2,111人） （N=1,839人）

（出典） 内閣府「水に関する世論調査」（平成20年６月、平成13年７月）
内閣府「人と水のかかわりに関する世論調査」（平成６年９月）

都市住民の協力による水源地域の産品の販売促進
（志津見ダム 島根県飯南町）
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○高度成長の過程で、地下水採取量が増大し、地盤沈下や塩水化が発生したため、地下水障害の顕在化した

⑨-5 地下水の保全と利用① ～日本の地下水利用の歴史～

○高度成長の過程で、地下水採取量が増大し、地盤沈下や塩水化が発生したため、地下水障害の顕在化した
地域を中心に、法律や条例等による採取規制や河川水への水源転換などの地下水保全対策が実施された。

地域の貴重な
法律、条例等による

地下水位
地域の貴重な

水源として

利用

地下水の揚水

規制

地下水の

今後の方向

現在

●水資源開発の促進

●近代的な産業振興●

地盤沈下 塩水化

保全と利用
現在

約１００年前

●近代的な産業振興●
高度成長期
※地下水の大量採取

地盤沈下、塩水化
等の地下水障害
が社会問題化

地下水位 地下水位の復活

地下水位の低下

☆1956工業用水法
☆1962ビル用水法

☆自治体による条例等
の整備

高潮、洪水に対して脆弱

★地盤沈下防止等対策
要綱による取組

1900年代から地下
水需要が増大。

地 水位が低 し

時間
近代～現代

１９７０ 川崎臨海工業地帯

地下水位が低下し
最大で4.5m沈下
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○３４都道府県、４２１市区町村において、５７０件地下水採取規制・保全等に関する条例・要綱等※が制定されて

⑨-5 地下水の保全と利用② ～地下水回復の現状と新たな課題～

○３４都道府県、４２１市区町村において、５７０件地下水採取規制 保全等に関する条例 要綱等※が制定されて
いる。（平成２５年５月現在、国土交通省水資源部調べ）

○用水２法、東京都条例等の用水規制により、1970年をピークとして地下水揚水量はピーク時の1/3に減少し、
地下水位が回復（最大６０ｍ上昇）しつつある。

○地下水位の上昇に伴い、浮き上がり対策等を実施している施設もある（ＪＲ、首都高、都営地下鉄等）。○地下水位の上昇に伴い、浮き上がり対策等を実施している施設もある（Ｊ 、首都高、都営地下鉄等）。

東京都公害防止条例施行○地下採取規制・保全等に関する条例等の制定状況

地下水揚水量

○東京駅における地下水位上昇対策

約60m上昇

観測井の水位変動図

板橋区富士見町

アンカー材の挿入状況

出典：日本水文科学会 研究発表資料「流域水循環を考慮に入れた首都圏の地下水
管理」（平成19年10月10日 日本工営(株) 中央研究所 斎藤 庸）
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⑨-6 豊かな水環境の形成

○公共用水域の環境基準達成率は上昇傾向にある。
○水辺環境の保全、河川や湖沼の水質浄化対策の要望が増えてきており、水質や生物を育む空間満足していないのが約２～３割。
○河川、湖沼等の水質を保全するため、河川の正常流量の確保や、身近な水環境を改善するため環境用水の導入を実施。

正常流量の確保

湖沼 環境基準達成率は

正常流量
(概ね80 m3/s)

維持流量
(78.4m3/s)

水利流量
(5.2m3/s)
◆◆地点下流

≒ ＋
流入・還元量
(4.7m3/s)
◆◆地点下流

－

維持流量

正常流量（椿川）

80

90

100 基準地点
◆◆

※

維持流量

正常流量

【正常流量の設定の例】 ※地点から基準地点に向かって計算

湖沼の環境基準達成率は
40～50%台で推移

動植物の保護

観光・景観

流水の清潔の保持

30

40

50

60

70

80

流
量

(m
3 /s

) ※

53.1 

52.5 

52.0 

50.8

46.3

44.4

洪水・土砂災害防止施設の整備

水辺環境の保全と整備

水の再利用の促進

（複数回答）

環境基準達成率（BOD又はCOD）の推移

B区間 距離(km

25 35 45 55 65 75 85 95 105 115 125

0

10

20

0 10

A区間 C区間 D区間 E区間 F区間 G区間

13 23 33 43 53 63 73 83 93 103 113

※○○川の過去30年間（昭和52年から平成18年）の◆◆地点における、10年に1回程度の規
模の渇水流量は51 1m3/sである

（出典）平成25年版日本の水資源

行政に力を入れて欲しいこと

48.9 

43.6 

36.5 

35.3 

34.6 

26.2 

17.6 

0 4

50.1

51.7

32.4

34.8

31.8

21.1

14.1

河川や湖沼の水質浄化対策

水質汚濁防止のための下水道等の整備

水源地域の整備・保全

渇水対策の水資源開発施設の整備

地下水の保全

水に関する情報や学習機会の提供

NGO等が活動しやすい環境づくり

水辺環境の保全、河
川や湖沼の水質浄化
対策の要望が5割

模の渇水流量は51.1m /sである。

水質が改善
悪臭が無くなった

環境用水の導入

（出典）国土審議会水資源開発分科会調査企画部会第2回資料（平成20年3月）

○仙台市 六郷堀・七郷堀の事例

22.8 

29.6 

40.7 

生物を育む空間が少ない

水質が悪い

満足している

（複数回答）

0.4 

1.6 

1.5 

0.9

3.8

2.3

0 10 20 30 40 50 60

その他

特にない

わからない

（％）

平成20年６月調査 （N=1,839人,M.T.=403.8%）

平成13年７月調査 （N=2,111人,M.T.=384.5%）

対策の要望が5割

身近な水辺の環境
に満足している人

3.3 

0.3 

9.9 

13.1 

13.3 

14.0 

0 10 20 30 40 50

わからない

その他

水量が少ない

水辺に近づきにくい

景観が悪い

水辺空間そのものが少なく、十分でない

（％）

平成20年６月調査（N=1,839人、M.T.=146.9%）

は約4割、水質に約
３割、生物を育む空
間に約２割が満足
していない。

（出典）内閣府「水に関する世論調査」（平成20年６月、平成13年7月） （出典）環境省HP

取水停止時の七郷堀 取水時の七郷堀
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⑩世界の水問題解決と水インフラ技術の国際展開

29 



⑩－１ 世界の水問題と国際貢献

○ 国連ミレニアム開発目標（MDGｓ）の達成状況
2011現在、世界人口の11%（約8億人）が安全な飲料水を継続的に利用できない状況、また、36%（約25億人）
が基礎的な衛生施設を継続的に利用できない状況

○ 近年、異常気象により、世界的に洪水、干ばつが頻発
○ 我が国は、国際会議での議論、取組みに積極的に参画し、各国と連携して世界の水問題解決に向け貢献

安全な飲料水を継続的に利用できない人々
の全人口に対する割合 24%→11%（達成）

国連ミレニアム開発目標
（MDGs）の達成状況

フィリピン
2012 年7月下旬から8月にか

アメリカ
2012 年は56年ぶりの大干ばつ。トウモロコシ、

中国
2013 年3月、中国雲南省で

世界の主な洪水・干ばつ被害（2012年度）
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の全人口に対する割合 24%→11%（達成）

%
けて相次いで発生した台風に
より、各地で豪雨による河川の
氾濫、地すべり、土石流等が
発生し、被災者は約120 万人
に上ったとされる。

大豆の生産量は24年ぶりの低水準となった。ミシ
シッピ川では水位が過去最低に近い水準まで低
下して、はしけ輸送に影響。中西部とグレートプ
レーンズでは乾燥した天候の長期化により、２年
連続で食糧価格の高騰が懸念されている。

は、これまでの4年間、高温少
雨の天候が続いたことが原因
と思われる大規模な干ばつと
なり、約140万人、80万頭の家
畜の飲用水へ影響が及んだ。
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（2013年1月）
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アメリカ
2012 年10 月、ハリケーン・サン

ディがニューヨークを直撃。死者は
アメリカ全土及びカナダで約132名
にのぼり、経済損失額はニューヨー
ク州 ニュージャージー州合わせて

インドネシア
2013 年1月15 日から豪雨による洪水被

害が発生し、大統領府を含めてジャカルタ
特別州内267 区域のうち98 区域が浸水し
た。同17 日にはジャカルタ特別州知事より
10 日間の緊急対応事態が宣言された 被

オーストラリア
2012 年は、オーストラリア西部
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ク州、ニュ ジャ ジ 州合わせて
８兆円規模と発表されている。

10 日間の緊急対応事態が宣言された。被
災者は約25 万人に上ったとされる。

では4月から10月にかけて、史上
3番目の乾燥状態となった。

国際貢献
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（注）UN「The Millennium Development Goals Report 2013」
をもとに国土交通省水資源部作成

・MDGsの達成等、世界の水問題解決に
向けた継続的な取り組みを先導

国際会議への積極的参画と各国との連携

第2回アジア・太平洋水サミット
（2013年5月、タイ・チェンマイ）

第6回世界水フォーラム
（2012年3月、フランス・マルセイユ） 30 



⑩－２ 国際市場の状況と国際展開に向けた取組み

○ 海外における水インフラ市場は、2025年には約8７兆円規模の市場に成長する見通し○ 海外における水インフラ市場は、2025年には約8７兆円規模の市場に成長する見通し
○ 官民による情報の共有・交換を行うための場として「海外水インフラPPP協議会」を設置し、官民連携による海

外展開に向けた取組みを積極的に推進
○ 国際社会でのプレゼンスの強化と二国間会談等を通じた各相手国の水問題に係るニーズの把握と協力体制

の構築を推進し、我が国水関連企業等の国際展開を支援の構築を推進し、我が国水関連企業等の国際展開を支援

海外水インフラPPP協議会

・国土交通省、厚生労働省、経済産業省、環境省、外務省、
総務省 省が連携

海外の水インフラ市場の状況

総務省の関係省が連携
・地方公共団体、国際協力機構、日本下水道事業団、水資
源機構等関係機関も参加
・民間企業会員は167社（平成25（2013）年10月現在）
・平成22（2010）年7月に設置、これまで4回の協議会を開催

水源確保から上下水道事業までの水管理をパッケージとして捉え、案件形成や案件受注を
後押しするための相手国政府への働きかけ（官民セミナー、トップセールス）やコンソーシア
ムの形成等により受注を目指す

第4回海外水インフラＰＰＰ協議会
（2013年２月）

ムの形成等により受注を目指す

我が国のプレゼンスの強化と二国間会談等の実施

・国際会議において 我が国の・国際会議において、我が国の
水に関する経験・技術について
広く情報発信
・官民連携して政策対話やセミ
ナー・ワークショップ、研修等を
実施

海外における水インフラ市場は、今後も大きな需要
が見込まれ、2025年には約87兆円規模の市場に成
長する見通し

実施

第6回世界水フォーラム
日本パビリオンオープニングセレモニー

（2012年3月、フランス・マルセイユ）企業・団体の国際展開を支援

日ベトナム
水資源施設管理ワークショップ

（2012年11月） 31 
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⑪水資源政策を巡る動き

○ 水問題についてはその解決に向け 関係省庁や外部有識者団体と連携して取り組んでいる○ 水問題についてはその解決に向け、関係省庁や外部有識者団体と連携して取り組んでいる。
○ 健全な水循環の確保等について、国会の動きがある。

省庁連絡会議 水の安全保障戦略機構

国民全員の参加を基盤として、国
政のリーダーシップの下、産学官
民の総合連携により、国内外の水
問題解決に向けて行動する主体で
ある「チ ム水 日本」の活動を支

①渇水に関する連絡調整会議

• 平成１７年７月１１日設立（前身は平成６年７月１５日
閣議決定による）

• 渇水に際し、関係行政機関等相互の密接な連携と協
力の下に各般の施策の連絡調整及び推進を図ること ある「チーム水・日本」の活動を支

援し、もって日本を持続可能で健
全な国土とし、また、国際社会の一
員としての役割を果たすことで、世
界全体の水の安全保障に資する。

力の下に各般の施策の連絡調整及び推進を図ること
を目的

• 内閣官房副長官補が議長。内閣官房内閣審議官及
び国土交通省水管理・国土保全局水資源部長が副
議長

国会の動き

②健全な水循環に関する連絡調整会議

• 平成１４年１０月４日設立（前身は平成１０年９月３０
日設立）

• 健全な水循環系の構築に関する取組を行っている関

（出展）水の安全保障戦略機構 ホームページより

①地下水の利用の規制に関する緊急措置法案（議員立法）
H２２年１１月３０日 第１７６回 国会衆議院国交委に付託

その後の国会において継続審議
H２４年１１月１６日 第１８１回 国会閉会に伴い廃案

②雨水 利用 推進 関する法律案（議員立法）

係省庁が、全体としてより総合的な効果を発揮するた
めに、情報交換及び意見交換、調査・研究の実施並
びに施策相互の連携・協力の推進を図ることを目的

• 国土交通省水管理・国土保全局水資源部水資源計
画課及び環境省水・大気環境局水環境課が事務局
（構成省庁が共 運営） ②雨水の利用の推進に関する法律案（議員立法）

H２５年６月１８日 第１８３回 国会衆議院本会議において可決
H２５年６月２０日 参議院に付託
H２５年６月２６日 国会閉会に伴い廃案

③水循環基本法案（議員立法）

③水問題に関する関係省庁連絡会

• 平成２１年１月２８日設立

• 我が国の水資源の確保、世界の水危機解決への貢

（構成省庁が共同で運営）

③水循環基本法案（議員立法）
H２５年６月１８日 第１８３回 国会衆議院本会議において可決
H２５年６月２０日 参議院に付託
H２５年６月２６日 国会閉会に伴い廃案

我が国の水資源の確保、世界の水危機解決 の貢
献等、国内外の水に関する問題に関し、関係省庁が
情報交換、意見交換を行い、連携を図ることを目的

• 内閣官房内閣審議官及び国土交通省水管理・国土
保全局水資源部長が議長 33 


